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滑動量を要求性能に設定した混成堤の信頼性設計法 
 

下迫健一郎*・大嵜菜々子**・中野史丈*** 
 

 

 

 

要  旨 

 

     

 

変形量を考慮した防波堤の性能照査型設計法は，種々の条件設定等が複雑なため，実際の設計に

適用するには至っていないものの，構造物の重要度やライフサイクルコストを考慮できる精度の高

い設計法の一つとして，実務への本格的な導入が期待されている．本研究では，滑動量を考慮した

防波堤直立部の性能照査型設計法を，実際の現地の設計に導入することを目的として，種々の検討

を行った．  

今回の研究における主要な結論は以下のとおりである．  

1) 滑動量を考慮した設計法における指標として提案されている期待滑動量，確率波に対する平均滑

動量，滑動量の超過確率は，高波の出現特性や水深によってその相関関係が大きく変化する． 

2) 複数の滑動量に対して超過確率を設定し，構造物の重要度に応じてその許容値を変える方法を提

案した．この方法を用いると，高波の出現特性や水深によって断面を決定する滑動量の条件が異な

り，どのような設計条件でもほぼ同じような安全性を有する，精度の高い設計が可能となる． 

3) 消波ブロック被覆堤の波力特性を考慮し，波高水深比が大きい場合には，波力の時間変化を三角

形パルスのみで表し，さらにその作用時間τ0 については，パラメータとして用いる衝撃砕波力係

数α*に上限値を設定して計算する新しい滑動モデルを提案した． 

4) 高知港三里地区東第一防波堤を対象として，現行設計法による防波堤断面と滑動量を考慮した性

能照査型設計法による断面を比較した試設計を行った．その結果，滑動のみを考慮した場合，現行

設計法に比べて堤体幅を約２割小さくできた．また，実際の堤体断面はマウンドの支持力で決まる

ものの，それでも約 14％小さくなった． 

5) 一般に，潮位偏差が大きく設計潮位が H.H.W.L.である場合，相対的な滑動安定性が高く，変形を

考慮した設計法の導入により建設コストを縮減できる．今後，支持力の安定性に関しても変形を考

慮した設計法が確立されれば，さらなるコスト縮減が可能となる． 

 

 

キーワード：性能設計，滑動量，消波ブロック被覆堤，混成堤，ケーソン，超過確率 
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Reliability Design of Composite Breakwaters based on Sliding Distance  

 

Kenichiro SHIMOSAKO * 
Nanako OSAKI** 
Fumitake NAKANO** 

 

 

Synopsis 
 

  Reliability design of composite breakwaters based on the deformation level will be one of the 
most important future design methodologies; however, it has not been applied to actual design since 
it is very difficult to take the various design conditions into account.  In this study, we investigated 
the procedures of reliability design of composite breakwaters based on the sliding distance in order 
to introduce this design procedure to the practical design.   
The main conclusions of this paper are as follows: 
1) Relations among the criteria for the design method based on sliding distance, such as the 
expected sliding distance, the average sliding distance for the design wave, and the exceedance 
probability for certain sliding distance, are greatly dependent on the distribution of extreme wave 
height and water depth. 
2) The thresholds of exceedance probability for several sliding distances were proposed according 
to the importance of structures, as the rational performance design of composite breakwaters.  This 
design method guarantees the structures for the same stability irrespective of design conditions, 
such as the distribution of extreme wave height and water depth.  
3) A series of model experiments for investigating the characteristics of wave forces on horizontally 
composite breakwaters were conducted, and the new time series model of the wave force used for 
calculating the sliding distance were proposed.  
4) Trial designs of actual breakwater in Kochi port were carried out to compare the cross section 
calculated from the current design and the performance design based on the sliding distance. The 
minimum caisson width by the performance design was 14% smaller than that by the current design.  
5) Composite breakwaters designed by current design method in H.H.W.L. generally have higher 
stability, and the caisson width can be reduced by introducing the performance design based on the 
deformation level. Construction cost will be further reduced when the performance design based on 
the displacement due to mound failure is also established.    
 
Key Words: performance design, sliding distance, horizontally composite breakwater, composite 

breakwater, caisson, exceedance probability 
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１．まえがき 

  

平成 18 年度発行予定の新しい「港湾の施設に関する

技術上の基準・同解説」（以下，技術基準と呼ぶ）におい

ては，構造物の設計が仕様規定型から性能規定型へと変

更になり，防波堤の耐波設計では，従来の安全率による

設計法から部分係数を用いた設計法へと変更される．ま

た，現行の基準においても，すでに変形を考慮した信頼

性設計法を適用してもよいとの記述があり，種々の研究

が行われている．たとえば，直立部の滑動安定性に関し

て，下迫ら(1998)は，数値シミュレーションにより算定

した供用期間中の期待滑動量（総滑動量の平均値）を指

標とする新しい設計法を提案している． 

こうした変形量を考慮した設計法は，種々の条件設定

等が複雑なため，実際の設計に適用するには至っていな

いものの，今後はより精度の高い設計法の一つとして，

実務への本格的な導入が期待されている．本研究は，滑

動量を考慮した防波堤直立部の性能照査型設計法を，実

際の現地の設計に導入することを目的として，種々の検

討を行ったものである． 

はじめに，２章において現行の確定論的設計法の問題

点を指摘し，信頼性設計法および性能照査型設計法に関

して，既往の研究成果も含めてその概要を述べる． 

３章では，設計に用いる滑動量の許容値について述べ

る．滑動量に関してこれまでに提案されている各種指標

の特性とその相関関係について明らかにするとともに，

設計条件に関係なく適用可能な，より汎用的な指標とそ

の許容値の設定方法について検討を行った． 

４章では，消波ブロック被覆堤における波力の時系列

モデル（滑動モデル）について述べる．模型実験結果等

をもとに消波ブロック被覆堤に作用する波力の特性につ

いて検討を行い，滑動量を計算するための滑動モデルを

提案した． 

５章では，実際の現地を対象とした試設計の例につい

て述べる．高知港三里地区東第一防波堤を対象として，

現地の波浪出現特性および海底地形を考慮した数値シミ

ュレーションを行い，耐用期間中の滑動量の確率分布等

の特性について検討するとともに，現行設計法による防

波堤断面と許容変形量を用いた性能照査型設計法による

断面の比較を行い，建設コスト縮減効果について検討を

行った． 

 

２．混成堤直立部の耐波安定性に関する性能照査型

設計法の概要 

 

2.1 確定論的設計法の概要と問題点 

防波堤に関する従来の耐波設計法では，供用期間中に

おいて最も厳しいと考えられる波を設計沖波としており，

通常は 50 年確率波が用いられている．この設計沖波に対

して波浪変形計算を行い，防波堤設置位置における設計

波の諸元を求める． 

直立部の耐波安定性については，この設計波（最高波

高）における波力を計算し，波力に対して防波堤が安定

であるように堤体の諸元を決定する．防波堤の安定性は，

これまでは安全率によって判断され，所要の安全率（堤

体の滑動及び転倒については 1.2 以上）を満たすように

設計されていた．すなわち，堤体がわずかでも動いた場

合は被災と考えており，原則として滑動を許容しない設

計法である．ただし，安全率による余裕はあるものの，

基本的に設計波を上回る波が作用した場合の安定性につ

いては考慮されていない． 

技術基準の改訂により，安全率に替わって部分安全係

数が導入されることになるが，破壊確率（安全率が 1.0

を下回る確率）が従来の設計法と平均的に同じになるよ

うに部分安全係数の値が設定されており，基本的に設計

波に対する力の釣り合い式による検討であり，変形を考

慮した設計法ではない． 

しかしながら，仮にケーソンが滑動した場合であって

も，その滑動量があまり大きくなければ，防波堤の機能

自体が損なわれるわけではない．したがって，多少の滑

動を許容することができれば，より経済的な防波堤の設

計が可能となる．ただし，そのためには確率論に基づい

た信頼性設計法や，変形を考慮した設計法の導入が不可

欠である． 

 

2.2 滑動量を考慮した信頼性設計法および性能照査

型設計法に関する既往の研究 

下迫ら(1998)は，数値シミュレーションにより算定し

た供用期間中の期待滑動量（総滑動量の平均値）を指標

とする設計法を提案した．これに対して，高橋ら(2000)

は，50 年および 500 年確率波に対する滑動量の平均値を

指標とし，構造物の重要度に応じて許容値を変える方法

を提案した．また，合田(2001,2002)は，信頼性設計法に

おける波浪の極値分布の影響を指摘し，裾長度パラメー

タを提案するとともに，期待滑動量の代わりに総滑動量

の超過確率を指標とする方法を示した．そのほか，花山

ら(2002)は台風モデルを用いた信頼性設計法について検

討している．さらに，下迫ら(2003)は，複数の滑動量に

対して超過確率を設定し，構造物に応じてその許容値を

変える方法を提案している．これについては３章で詳細



下迫健一郎・大嵜菜々子・中野史丈 

－8－ 

Gx&&

に説明する． 

一方，赤石沢ら(2002)，興野ら(2003)，森屋ら(2003)，

吉岡ら(2004,2005)は，滑動量を考慮した部分安全係数を

用いる設計法についての検討を行っており，特に，吉岡

ら（2004,2005）は，滑動量に与える波浪の極値分布の影

響についても考慮している．こうした滑動量を考慮した

部分安全係数を用いる設計法は，滑動量を直接計算する

設計法に比べて簡便である．ただし，設計条件に応じた

適切な部分安全係数を設定することは必ずしも簡単では

ない．また，基本的に既存の設計事例に基づいて決めら

れることが多いため，これまでにない設計条件の場所に

適用することは必ずしも適切でない場合も考えられる． 

滑動量を直接計算する方法は，一度その手法が確立さ

れれば，どのような場所であってもそれぞれの設計条件

を適切に考慮して適用することが可能である．本研究は，

こうした滑動量を直接計算して設計に適用する方法の確

立と普及を目的としている． 

 

2.3 滑動量を指標とした設計法の概要 

(1) 滑動量に関する指標の種類 

すでに述べたように，従来の設計法は，設計波（通常

は 50 年確率波）を対象として，滑動安全率を 1.2 以上と

することにより安定性を確保するという確定論的設計法

である．これに対して，確率的変形量を用いた照査法は，

供用期間中の安定性を確率論的に検討するものであり，

滑動量に関する何らかの指標を用い，その値が許容値以

下となるように断面を決定する．具体的には，以下のよ

うな指標が提案されている． 

①供用期間全体での滑動量の平均値（期待滑動量） 

②確率波（50 年，500 年 etc）に対する平均滑動量 

③供用期間全体である滑動量を超える確率（滑動量と

その超過確率） 

変形量を考慮した設計法を導入する場合，本来は変形

量が大きくなった場合の復旧費用も考慮し，初期建設費

と修復費の合計の期待値が最小となるよう設計すること

が望ましく，実際にそのような検討も行われている（た

とえば合田ら(1999)）．しかしながら，修復費用の見積も

りや修復を行う基準とする滑動量の決定はきわめて困難

であり，また，現状においては予算運用上の観点からも

現実的ではないと考えられる．したがって，現段階では，

変形量の許容値を修復のほとんど必要ない範囲に設定す

ることが，最も適切な設計法であると考えられる． 

なお，本設計法は完成断面に関する安定性の検討だけ

でなく，従来の設計においてあいまいな点の多かった施

工途中の安定性の検討についても，供用期間と対象断面

を変えることにより適用が可能であり，より精度の高い

設計を行うことができる． 

(2) 滑動量の計算方法 

 設計条件に基づいて滑動量を計算する具体的な方法に

ついては，下迫ら(1998)に詳細に示されているが，ここ

では３章以降の内容の理解に役立つよう，主要な部分に

ついてその概要をあらためて記述する． 

a) １波での滑動量の計算方法 

ケーソンに働く波力の時間変化がわかれば，ケーソン

の滑動量を計算することができる．図－1 は，滑動時の

状況を模式的に示したもので，滑動時のケーソンの運動

方程式は次式で表される． 

 

     (1) 

ここに， 

 W ：ケーソンの空中重量 

 g  ：重力加速度 

 M a ：付加質量（=1.0855ρh' 2） 

 ρ ：海水の密度 

 h' ：ケーソン底面から静水面までの高さ 

 P ：水平波力 

：ケーソンの加速度 

 FR ：摩擦抵抗力（ =μ (W'-U) ） 

 W' ：ケーソンの水中重量 

 U ：揚圧力 

 FD ：造波抵抗力 

である．この式を２回数値積分することにより，ケー

ソンの変位を計算できる． 

付加質量の計算過程については，青木ら(1995)を参照

されたい．摩擦係数μは，厳密には静止摩擦係数μs と動

摩擦係数μd を使い分ける必要があるが，現段階におい

ては，μs とμd の値を正確に把握することは困難である．

また，実際の滑動現象においては，滑動量が非常に大き

い場合以外は FD の影響はきわめて小さい．したがって，

本研究における計算では，簡単のため静止摩擦係数と動

摩擦係数の区別はせず，FD については考慮しない． 

 

図－1 滑動時のケーソンの運動 
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図－2 波力の時系列モデル 

 

図－2 は，滑動量の計算に用いる水平波力の時系列モ

デル（滑動モデル）である．衝撃波力成分を表す三角形

パルスと，重複波力成分を表す正弦波形を重ねることに

より，実際の波力波形に近い形となっている． 

この波形モデルは，次式で表される． 

  
( ) ( ) ( ){ }tPtPtP 21 ,max=        (2) 

ここに，P1(t)および P2(t)はそれぞれ重複波力成分，衝

撃波力成分を表し，次式で定義される． 
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( )

( ) 0
2

sin:

2sin1

max12

max12
max1

2

1

≥−

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−−= ∫

T
t

PtP

dt
T

tPtP
TP

t

tP

π

ππγ

(5) 

ここに， 

  P1max：合田式において波圧係数α1 のみを考慮し

たときの水平波力 

  P2max：合田式において高橋ら(1992)による波圧係

数α* (＝max｛α2，αI ｝)を考慮したとき

の水平波力 

  T：波の周期 

  τ0：衝撃波力成分の作用時間 

    t1, t2 ：式(5)の（ ）の値が 0 となる時刻 

γP は三角形波力によって増加する力積を，正弦波形

波力から減じることを意味している．また，τ0 の値は，

次式で定義される． 

Fk 00 ττ =           (6) 
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k

           (8) 

なお，揚圧力の時系列についても，水平波力と同様に

求められる．ただし，揚圧力の場合には衝撃波力成分は

考慮しない． 

上述したモデルは，通常の混成堤に関するもので，そ

の妥当性について水理模型実験により確認されている．

直立消波ケーソン堤や上部斜面堤など特殊な形状の防波

堤については，水平波力および鉛直波力のそれぞれの時

間変化を考慮した滑動モデルを適用する必要があり，滑

動量の計算を行う際には，水理模型実験等により滑動モ

デルの妥当性を確認することが望ましい．なお，消波ブ

ロック被覆堤の場合の滑動モデルに関しては，４章で検

討する． 

 

図－3 累積滑動量の計算フロー 

 

b) 累積滑動量の計算方法 

図－3 は，供用期間中の累積滑動量を求める計算フロ

ーを示したものである．まず沖波の推算により，波高 H0，

周期 T0，波向きθ0 を求める．次に，潮位を決定し，波

浪変形計算を行って堤体位置における有義波高 H1/3，有

義波周期 T1/3 および主波向きθを求める．次に，1 波ご

との波高 H，周期 T および波向きθを求めて波力を計算

し，前述した計算法を用いて１波ごとの滑動量を求める．

これを高波の継続時間分繰り返して総和を求めることに

より，１回の高波による滑動量が得られる． 

供用期間中の総滑動量を求めるには，供用期間中に発

生するすべての高波について滑動量を計算しなければな

らない．ここでは１年に１回の頻度で高波が発生するも

のと仮定し，１回の高波による滑動量の計算を耐用年数

分（供用期間は通常 50 年程度と仮定）繰り返して供用期

P

tT/ 2τ0

P2(t)　

P(t) = max { P1(t), P2(t) }

P2max

P1max

τ0 / 2

P1(t)   

沖波の推算

H1/3, T1/3 , θ

H, T (１波ごと)

レーリー分布, 砕波変形
　

潮位，波浪変形

P, U

合田式

S

滑動モデル

１回の高波に
よる滑動量

１波群の計算

（１回の高波）

50年間の計算
（耐用期間）

耐用期間全体での
総滑動量

各不確定要素の
変動を考慮
（このほか摩擦係数，
自重など）

※この計算を何回も繰り返し，滑動量の平均値およびばらつき
を求める。
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間中の総滑動量を求める．計算においては，後述する波

浪変形や波力等の確率分布（ばらつき）を考慮するため

に，何回も繰り返し計算を行う必要がある．そこで，こ

こまでの過程を１回の試行として，さらに乱数を変えて

何回も試行を繰り返し，各試行における総滑動量の平均

値（期待滑動量）や超過確率を求める． 

総滑動量の計算にあたっては，各種不確定要因に対し

てそのばらつきを考慮する必要がある．ここでは，これ

らの項目の取り扱いについて説明する． 

 i) 従来の設計法において考慮していない項目 

 1) 沖波：総滑動量の計算においては，供用期間中

のすべての高波を検討する．原則として１年に１

回の割合で高波が発生するものと仮定し，実際の

極値波浪分布（ワイブル分布等）に基づいて高波

を発生させ，沖波波高 H0 を求める．高波の継続時

間は２時間とする． 

 2) １波ごとの波高：レーリー分布に基づいて，堤

体位置での有義波高 H1/3 から１波ごとの波高を再

現する．このとき，砕波による波高の変化も考慮

する．周期は波高に比例させる．ただし，設計有

義波高の 0.75 倍以上の波高については，すべて設

計有義波周期を用いる．また，波向はすべて堤体

位置での主波向と同じとする． 

 3) 滑動量：計算においては，理論上は非常に大き

な滑動が生じる場合もあるが，現実にはある程度

滑動するとケーソンはマウンドから転落する．そ

こで，便宜上，計算における滑動量の上限（20ｍ

程度）を設定し，１回の試行において総滑動量が

上限値を超えた場合はその時点で計算をうち切り，

上限値をその回の試行における滑動量とする． 

ii) 従来の設計法と考え方の異なる項目 

1) 天文潮位：滑動量の計算においては，HWL から

LWL までの潮位の発生確率分布を考慮する． 

2) 高潮偏差：滑動量の計算においては，各高波ご

とに高潮偏差を与える．高潮偏差の値は地形条件

等によって大きく異なるが，本研究における計算

では，沖波波高に比例すると仮定し，沖波波高の

１割だけ高潮偏差が生じるものとする．  

3) 主波向：設計で用いる沖波の波向は 16 方位で表さ

れる．これは，ある波向は隣り合う波向（たとえば

波向が N であれば，NNE および NNW）との中間ま

での波を代表するものである．したがって，直角入

射の場合を対象としたシミュレーションでは，便宜

上，主波向±11.25゜の範囲で一様分布と考える．な

お，実際の現地における取り扱いについては，５章

で述べる．  

iii) 変動のみを考慮する項目 

1) 波浪変形：沖波波高 H0 から堤体位置での有義波高

H1/3 を求めるため，砕波変形を含めた計算を，各高

波ごとに行う．  

2) 摩擦係数：摩擦係数は通常用いられている値（捨

石マウンドとケーソンの場合は 0.6）を用いる．前

述のとおり，静止摩擦係数と動摩擦係数を明確に区

別できないため，便宜上同じ値を用いる．なお，摩

擦増大マットを用いた場合の取り扱いについては，

５章で述べる．  

3) 波力：合田式を用い，衝撃砕波力については衝撃

砕波力係数αI を用いて計算する．  

4) 自重：中詰め砂を含むケーソンの自重のばらつき

は非常に小さく，期待滑動量への影響はほとんどな

い．したがって，特に考慮しなくてもよい． 

以上の項目のなかで，１波ごとの波高，滑動量，天文

潮位については，モデルのなかにばらつきが考慮されて

いるものと考え，特に変動を考慮しない．沖波，高潮潮

位，波浪変形，摩擦係数，波力，自重については，正規

分布のばらつきを考慮し，平均値の偏りαと変動係数γ

について適切な値を与える必要がある．表－1 は，今回

の検討において標準として用いたαおよびγの値をまと

めたものである．なお，これらの値はあくまでも１つの

例であり，実際の設計に適用する場合には，その妥当性

について検討する必要がある． 

 

表－1 計算に用いた平均値の偏りと変動係数 

 

 

３．滑動量の許容値設定に関する検討 

 

3.1 数値シミュレーションの方法 

本章では，前述した滑動量に関する各種指標の特性と

その相関関係について，高波の出現特性および水深（砕

波限界波高）等の影響を明らかにするとともに，設計条

件に関係なく適用可能な，より汎用的な指標とその許容

不確定要因 平均値の偏りα 変動係数γ 備考 
沖波 0  0.1   

天文潮位 － － 発生確率分布を考慮， 
変動は考慮せず 

高潮 0 0.1 kST = 0.1 を基準 
波浪変形 0  0.1   

有義波周期 0 0.1  
摩擦係数 0  0.1  μ= 0.6 を基準 
主波向き － － ±11.25゜で一様分布 
波別周期 0 0.1  

波力 0  0.1  α*を考慮した合田式 
自重 －  －  変動は考慮せず 
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値の設定方法について検討を行う． 

滑動量に関する計算はモンテカルロ・シミュレーショ

ンを用いており，沖波，摩擦係数，波力等の各種不確定

要因の設定については，２章で述べたとおりである． 

高波の出現特性について，合田(2001，2002)は極値分

布関数の裾の広がり具合を表すパラメータとして，50 年

確率波高と 10 年確率波高の比で定義される裾長度パラ

メータγ50 を提案している．この値が大きいほど，再現

期間が長くなった場合の波高の増大率が大きく，頻度は

少ないものの極めて大きい波高が発生する危険性が高い

ことを意味する． 

今回の計算では，日本海沿岸，太平洋北岸，太平洋南

岸の代表的な分布関数として，以下に示すγ50 の値の異

なる３種類の極値分布を対象とし，いずれも 50 年確率沖

波波高 H0D が 9.2m となるよう設定した． 

1) ワイブル分布，k =1.4（γ50 =1.07） ：日本海沿岸 

2) ワイブル分布，k =1.0（γ50 =1.38） ：太平洋北岸 

3) 極値Ⅰ型（γ50 =1.22）   ：太平洋南岸 

水深 h については 10～30m まで 5ｍ刻みとし，潮位は

H.W.L.が+0.5m と+2.0m の２種類とした．堤体幅につい

ては，実際の設計を考慮して 0.1m 単位で変化させた．

そのため，各指標の値は目標値と必ずしも正確には一致

していない． 

防波堤の供用期間は 50 年と仮定し，50 年間の総滑動

量の計算を，乱数を変化させて 5000 回繰り返し，期待滑

動量および総滑動量の超過確率を求めた．また，50 年確

率波，500 年確率波など，ある再現期間の高波が１回来

襲したときの滑動量については，50000 回の繰り返し計

算の平均値で定義している． 

 

3.2 滑動量に関する各種指標の比較 

(1) 期待滑動量と超過確率 

期待滑動量とは，防波堤の供用期間中の総滑動量の平

均値（期待値）を意味するものであり，感覚的には比較

的わかりやすい概念である．実際の設計に用いる期待滑

動量の許容値としては，これまで 30cm 程度が一つの目

安として示されている（下迫ら，1998）．30cm の根拠は

以下のとおりである． 

1) 滑動量が比較的小さい場合，その推定誤差が小さい． 

2) ケーソン側壁の破壊を防ぐ． 

3) 一般的な被災の基準と同じ． 

ただし，期待滑動量を指標とした場合，実際にどの程

度の滑動がどのくらいの確率で起こるのか直接には示さ

れない．すなわち，期待滑動量の許容値を同じにして設

計しても，たとえば水深や波浪出現特性の違いによって，

滑動の発生頻度や滑動量の分布は異なると考えられる． 

そこで，まず供用期間中の総滑動量の頻度分布につい

て，5000 回の計算結果を超過確率で整理した．図－4 は，

期待滑動量が 0.3m となる断面を対象として，水深の違

いによる分布の変化を示したもので，H.W.L.=0.5m，γ

50=1.22 における結果である． h=10m の場合，総滑動量

0.01m 以下が全体の 1.2％，0.01～0.1m が 32.1％，0.1～

0.3m が 44.3％と比較的小さい滑動が生じる割合が高い

のに対して，1.0m 以上は 4.2％に過ぎない．これは，水

深が小さいためにある程度以上の大きな波は砕波し，波

高が頭打ちとなるためである．一方，h=30m の場合，総

滑動量 0.01m 以下が全体の 63.6％を占めるものの，1.0m

以上が 5.6％で，h=10m の場合の 1.33 倍となっており，

水深が小さい場合に比べると大きな滑動が生じやすいこ

とがわかる．このように，同じ期待滑動量を用いて設計

しても，滑動量の分布は大きく異なる場合がある． 

 

図－4 総滑動量の超過確率（SE =0.3m） 

 

図－5 総滑動量が 0.3m 以上となる確率（SE =0.3m） 
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図－5 は，期待滑動量が 0.3m となる断面において，総

滑動量が 0.3m 以上となる確率が，水深，高波の出現特

性，潮位によってどのように変化するかを，横軸に水深

をとって示したものである．すなわち，図－4 において

横軸が 0.3m のときの各水深における超過確率を，他の

高波出現特性および潮位条件の場合の結果も含めて整理

している．図－4 からも明らかなように，水深が小さい

ほど超過確率が大きくなっている．また，γ50 の値が小

さいほど超過確率は大きくなっている．これは，γ50 の

値が小さいと極端に大きな波高が発生しにくいため，0.3

～1.0m 程度の滑動量となる割合が比較的高くなるため

である．なお，潮位偏差の違いによる差はあまり顕著で

はない． 

これまでは，期待滑動量 30cm を指標として設計した

断面を対象とした検討であったが，水深や波浪出現特性

によって滑動量の分布等が大きく異なることが明らかに

なった．そこで，今度は総滑動量の超過確率を指標とし

て設計した断面を対象として検討を行う． 

図－6 は，総滑動量が 0.3m 以上となる確率が 10％と

なる断面を対象として，図－4 と同様に横軸に総滑動量

をとり，滑動量の超過確率を示したものである．水深が

大きい場合には図－4 とほぼ同じであるが，水深の小さ

い場合は全体的に滑動量が小さくなっており，h=10m の

場合，0.01m 以下が全体の 5.9％，0.01～0.1m が 51.7％，

0.1～0.3m が 32.8％で，1.0m 以上は 1.8％とさらに小さく

なっている．すなわち，水深が小さい場合には総滑動量

の分布幅が狭いことがわかる．なお，滑動量 0.3m の超

過確率が 10％である各断面の期待滑動量は，h=30m で

0.293m，h=20m で 0.189m であり，h=10m では 0.159m と

かなり小さくなっている． 

ある滑動量に対する超過確率を同じにしても，別の滑

動量に対する超過確率は必ずしも同じにはならない．図

－7(1)，(2)は，総滑動量が 0.3m 以上となる確率が 10％

となる断面について，総滑動量が 0.1m および 1.0m 以上

となる確率を，図－5 と同様に示したものである．0.1m

の超過確率については，水深が小さいほど，また，γ50

の値が小さいほど大きくなっている．これに対して，

1.0m の超過確率については，逆に水深およびγ50 の値が

大きいほど大きくなっている．これは，滑動量が 1.0m

以上となるにはかなり大きな波高が発生する必要がある

が，水深が小さい場合には砕波で波高が頭打ちとなるた

め大きな波高は存在しないこと，またγ50 の値が小さい

場合には極端に大きな波高が発生する確率がきわめて低

いことが原因である．  

 

図－6 総滑動量の超過確率（PS>0.3m=0.1） 

 

図－7(1) 総滑動量が 0.1m 以上となる確率 

 

図－7(2) 総滑動量が 1.0m 以上となる確率 
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(2) 現行設計法との堤体幅比較 

ここで，これまで検討してきた期待滑動量あるいは総

滑動量の超過確率を指標とした設計法と，従来の滑動安

全率 1.2 を基準とする設計法の堤体幅を比較してみる．

図－8 は，期待滑動量が 0.3m となる断面と，総滑動量が

0.3m 以上となる確率が 5,10,15％となる断面について，

それぞれの堤体幅を現行設計法（滑動安全率 1.2）の堤

体幅で無次元化して示したもので，潮位偏差は 0.5m，横

軸は水深と 50 年確率沖波波高の比である．水深 20m 以

下の砕波領域については，どの断面も現行設計法の断面

より小さくなっているのに対して，水深 25m 以上の非砕

波領域の場合は，現行設計法の断面よりも大きくなって

いる．また，同じ超過確率の断面で比較すると，γ50＝

1.38 のほうがγ50＝1.07 よりも全体的に小さくなってい

る．期待滑動量 0.3m の断面は，γ50＝1.38 および 1.22

の場合，砕波領域では超過確率 15％，非砕波領域では

10％の断面に近く，γ50＝1.07 の場合，全体的に 15％の

断面に近い．  

 (3) 確率波に対する滑動量 

ここまでの検討では，供用期間全体での総滑動量を指

標としていたが，よりわかりやすい指標として，たとえ

ば 50 年確率波など，ある再現期間の高波１回が来襲した

場合の平均滑動量に関する検討を行う． 

図－9は，期待滑動量が 0.3mとなる断面を対象として，

種々の再現期間に相当する高波１回（継続時間２時間）

に対する滑動量について，水深および高波の出現特性に

よる違いを示したものである．再現期間が 50 年よりも長

い場合は，γ50＝1.38 のほうがγ50＝1.07 に比べて沖波波

高の絶対値が大きいため，滑動量も大きくなっている．

また，γ50＝1.38 の場合，水深が大きくなるほど再現期

間が長くなることによる滑動量の増加が顕著である．こ

れは，水深が小さい場合，沖波波高は大きくても砕波の

影響によって，堤体位置での波高が頭打ちとなってしま

うためである．  

図－10 は，総滑動量が 0.3m を超過する確率が

5,10,15％のそれぞれの断面について，ある再現期間の高

波１回に対する滑動量を図－9 と同様に示したもので，

水深 20m の例である．例えば 500 年確率波が作用したと

き，γ50＝1.07 の場合，超過確率 15％の断面でも滑動量

は 0.02m 程度であるのに対して，γ50＝1.38 の場合，超

過確率 5％の断面でも約 0.13m となり，高波の出現特性

の影響が極めて大きいことがわかる．なお，水深が異な

る場合についても，全体的な傾向はほぼ同じとなるが，

図－9 からも推測できるように，水深が小さい場合には

砕波による波高の頭打ちの影響を受けるため，500 年確

率波でも滑動量はそれほど大きくならない． 

 

図－8 各指標から計算される堤体幅の比較 

 

図－9 設計波の再現期間と滑動量（SE =0.3m） 

 

図－10 設計波の再現期間と滑動量（PS>0.3m=0.05～

0.15） 
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3.3 構造物の重要度を考慮した滑動許容値の設定方

法 

(1) 確率波に対する滑動量を指標とする設計法 

構造物の重要度を考慮した設計法の一つとして，これ

までに「確率波に対する滑動量の平均値を用いる方法」

が提案されている(Takahashi ら，2001)．表－2 は重要度

別の許容滑動量の設定例を示したものである． 

例えば重要度 B の場合，5 年確率波に対する平均滑動

量が 0.03m 以下，同様に，50 年確率波に対して 0.1m 以

下，500 年確率波に対して 0.3m 以下をすべて満たすよう

に断面を決める．そのため，水深や高波の出現特性によ

って，どの確率波で断面が決まるか変わってくる．この

方法では，確率波に対する変形量（平均値）が明示され

るため，感覚的にはわかりやすい．ただし，前述のよう

に，実際にどの程度の変形がどのような確率で起こるの

かについては明確でない．また，水深が小さく砕波によ

って波高が頭打ちとなるような場合や，γ50 の値が小さ

い場合は，再現期間の影響が小さくなる．したがって，

この方法を用いる場合，設計条件に応じて許容滑動量ま

たは再現期間を変える必要がある． 

 

表－2 重要度を考慮した許容滑動量の設定例 

 
許容滑動量(m)  

0.03 0.1 0.3 1.0 
5 年 B C   
50 年  B C  
500 年 A  B C 

再 
現 
期 
間 5000 年  A   

※ 構造物の重要度 A：高い，B：普通，C：低い 

 

(2) 滑動量と超過確率を指標とする設計法 

超過確率を指標とする方法は被災の危険性をより定

量的に評価することができ，期待滑動量を指標とする方

法よりも合理的な設計法と考えられる．ただし，これま

での検討からもわかるように，たとえば滑動量が 0.3m

以上となる確率を 10％以下としても，1.0m 以上の大き

な滑動が生じる確率は，水深や高波の出現特性によって

大きく異なる場合がある．そこで，より信頼度の高い設

計法として，上述の確率波に対する滑動量を指標とする

方法と同様に，複数の滑動量に対して超過確率を考慮し，

構造物の重要度に応じて許容超過確率を変える方法が考

えられる． 

表－3 は重要度別の滑動量とその許容超過確率の設定

例を示したものである．表中の滑動量とは，供用期間全

体での総滑動量のことであり，滑動量 0.1m は目視で確

認できる値，1.0m はこれ以上大きくなると重大な被災に

つながる値としての目安である．なお，許容超過確率の

数値は，これまでの検討における従来の滑動安全率や期

待滑動量との相関関係に基づいて提案した参考値である．  

 

表－3 重要度を考慮した許容超過確率の設定例 

 
構造物の重要度  

高い 普通 低い 
0.1m 15％ 30％ 50％ 
0.3m 5％ 10％ 20％ 

滑

動

量 1.0m 2.5％ 5％ 10％ 
 

表－4 は，今回対象とした計算ケースについて表－  

3 の基準で重要度を普通とした場合，水深と高波出現特

性によってどの滑動量で断面が決まるかを示したもので

ある．水深 10m および 15m でγ50＝1.07 および 1.22 の場

合には 0.1m－30％の条件，水深 30m でγ50＝1.22 および

1.38 の場合には 1.0m－5％の条件，それ以外の場合は

0.3m－10％の条件で断面が決まることがわかる． 

なお，実際の設計においては，0.3m 以下の小さい滑動

に関しては十分に許容できる場合，0.1m の超過確率は考

慮せず，0.3m と 1.0m の超過確率のみで設計することも

考えられる．これにより，水深の浅い条件ではより経済

的な断面となる． 

 

表－4 重要度を考慮した許容超過確率の設定例 

 
極値波浪の特性  

γ50＝1.07 γ50＝1.22 γ50＝1.38 
10m 0.1m–30 % 0.1m–30 % 0.3m–10 %
15m 0.1m–30 % 0.1m–30 % 0.3m–10 %
20m 0.3m–10 % 0.3m–10 % 0.3m–10 %
25m 0.3m–10 % 0.3m–10 % 0.3m–10 %

水

深

30m 0.3m–10 % 1.0m–5 % 1.0m–5 % 

 

 

４．消波ブロック被覆堤における滑動モデル 

 

4.1 波力の時間変化の考え方 

通常の混成堤の場合，２章に示したように衝撃波力成

分を表す三角形パルスと重複波力成分を表す正弦波形を

組み合わせた滑動モデルを用いており，三角形パルスの

ピーク値および継続時間は，波力算定に用いる合田式に

おける衝撃砕波力係数α*の値によって変化する． 

一方，消波ブロック被覆堤に作用する波力を合田式を
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準用して算定する際には，α*は 0 とすることになってい

る．したがって，混成堤の滑動モデルを消波ブロック被

覆堤にそのまま適用すると，重複波力成分の作用時間が

長くなり，さらに三角形パルスのピークと正弦波形のピ

ークの値が近い二山型の波形となる．その結果，滑動限

界波力を超えると滑動量が急激に大きくなって，滑動量

を過大に評価する可能性がある． 

しかしながら，既往の実験結果（谷本ら，1981））等

によれば，一般に消波ブロック被覆堤は通常の混成堤に

比べて滑動限界を超えても滑動量があまり大きくならず，

ねばり強い構造であるとされている．すなわち，消波ブ

ロック被覆堤の滑動量を計算する場合，通常の混成堤の

滑動モデルをそのまま用いることは適切ではなく，実際

の波力の時間変化に対応した滑動モデルを用いる必要が

ある． 

 

図－11 消波ブロックの有無による波圧波形の違い 

 

図－11 は，高橋ら（1990）による通常の混成堤と消波

ブロック被覆堤の波圧波形の違いを示した実験結果の例

である．図から明らかなように，消波ブロック被覆堤の

場合には，三角形パルスのピークが小さくなるだけでな

く，正弦波の重複波成分（腰掛け部）のピークがなくな

っている．したがって，このような波形の場合，滑動量

の計算においては三角形パルスのみ考慮すればよいと考

えられる． 

また，三角形パルスの作用時間τ0 については，２章

の式(6)～(8)で表されるようにα*の関数となっているが，

波力の計算に準じてα*を 0 とすると，作用時間が非常に

長くなり，実際の波形と合わなくなる．したがって，作

用時間の算定に関しては，消波ブロックがないと仮定し

た場合の見かけ上のα*を用いて計算するべきである．た

だし，実際に衝撃砕波力が作用することはないため，見

かけ上のα*が大きい断面の場合，滑動量を過小評価する

危険性がある．したがって，α*の値に上限を設定するの

が現実的である． 

このような消波ブロック被覆堤の波圧波形の特徴に

ついては，今回あらたに水理模型実験による検討を行っ

た．これについては次節で述べる．  

 

4.2 水理模型実験による検証 

(1) 実験条件 

実験は，当所のパイロット水路（長さ 36m，幅 0.48m，

高さ 1m）を用いて，消波ブロック被覆堤に作用する波

力の測定を行った．消波ブロック被覆堤の断面だけでな

く，比較のため消波ブロックを設置しない断面について

も実験を行っている．図－12 および写真－1 は，実験断

面を示したものである．なお，消波ブロック被覆堤の断

面は，５章で述べる試設計の対象とした高知港三里地区

東第一防波堤を参考に，マウンドの小段や被覆ブロック

等，波力に直接影響を与えない部分については省略して，

縮尺 1/41 で再現したものである． 

実験波は規則波を用い，高知港における 50 年確率波

および 10 年確率波の周期で，波高を４～７段階に変化さ

せた．潮位は H.H.W.L.，H.W.L.，L.W.L.相当の３種類で

行った．なお，断面水路であるため，設計波の Hmax 相当

の波よりも小さい波高で砕波限界となり，それ以上大き

な波は発生しない．そのため，砕波限界ぎりぎりの最も

大きい波高まで実験を行った．表－5 は実験ケース一覧

である．図－12 にも示すように，実験ではケーソン前面

に４個の圧力センサーを取り付け，各点に作用する波圧

を計測した． 

 

 

図－12 実験断面 
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1：2

根固ブロック　(有孔型)
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3
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3
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消波ブロック　(1.20kg)
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根固ブロック　(有孔型)

1：2

被覆ブロック
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被覆ブロック

39.5(cm)
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写真－1 実験断面 

 

表－5 実験ケース一覧 
潮位 

L.W.L. H.W.L. H.H.W.L. 周期 T 
波高 H  

2.51s 
(16.1s) 

19.7-23.7cm 
(8.08-9.72m) 

18.7-25.3cm 
(7.67-10.37m) 

18.3-26.1cm
(7.50-10.70m)

2.16s 
(13.8s) 

18.8-21.5cm 
(7.71-8.82m) 

18.0-25.0cm 
(7.38-10.25m) 

17.2-24.6cm
(7.05-10.09m)

※（）内は現地換算値  

(2) 実験結果 

図－13 は，４点の波圧から計算した水平合力を単位面

積当たりの圧力で示した平均波力強度 pave の波形データ

で，H.H.W.L の場合の例である．今回の断面では水深が

浅いため，ブロックなしの場合には二山めのピークがな

く，腰掛け部のような波形となっている．一方，ブロッ

クありの場合，腰掛け部すらはっきりせず，このような

波形であれば一山めの部分のみ考慮すれば十分である．

ただし，T=2.16s で波高が小さい場合には三角形よりも

やや正弦波に近い形となっている．  

図－14 は，すべての実験ケースについて，三角形パル

スを仮定した場合の波力作用時間の実測値τ0E（図－13

の１波めの波形から算出）と，周期，波高等から滑動モ

デルにより求められる計算値τ0C を比較したものである． 

 

図－13(1) 波形データ（H.H.W.L.，T=2.51s） 

 

 

図－13(2) 波形データ（H.H.W.L，T=2.16s） 
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図－14 τ0 の計算値と実測値の比較 

 

図－15 τ0 の実測値と計算値の比と波高水深比 

 

周期 2.51s のケースについては，平均的に見ると計算

値と実測値は比較的よく一致している．一方，周期 2.16s

のケースについては，すべてのケースで実測値のほうが

大きくなっており，危険側の結果となっている． 

図－15 は，横軸に波高水深比 H/h をとり，縦軸にτ0

の実測値と計算値の比をとったものである．図からわか

るように，計算値と実測値が大きく異なるのは，比較的

波高の小さい場合であり，波高水深比が 0.6 以上の範囲

については，計算値と実測値は比較的よく一致している

と考えられる． 

一般に，消波ブロック被覆堤の場合，波高水深比によ

って波力の形態が異なり，H/h≧0.6 であれば合田式にお

ける波力低減係数λの値は 0.8 と見なせるが，H/h＜0.6

であればλの値は 0.8 よりも大きくなる．消波ブロック

被覆堤は，砕波帯内で H/h≧0.6 の条件下で用いられるこ

とが多く，その場合には今回提案した三角形パルスのみ

の滑動モデルを使用できると考えられる．一方，比較的

まれな設計条件ではあるが，波高水深比が小さい場合に

は正弦波のみのモデルを用いることが考えられる．ただ

し，この場合には作用時間の推定誤差によって滑動量に

大きな違いが生じる可能性があり，実際の設計に適用す

る場合には，滑動実験を含めて更に検討が必要である． 

なお，今回の実験断面は比較的マウンドが低く，消波

ブロックなしでも衝撃的波力はあまり発生しておらず，

また，合田式の計算値でも，α*の値は最大で 0.11 程度

であった．現実には，もっと高マウンドの断面となるこ

とも考えられ，その場合，α*の値はさらに大きくなり，

それに応じてτ0 の計算値は急激に小さくなる．しかし

ながら，実際には消波ブロック被覆堤の場合には衝撃砕

波力が作用することはなく，実際のτ0 の値はそれほど

小さくならないと考えられ，そのまま計算すると滑動量

を過小評価する危険性がある．したがって，見かけ上の

α*が大きい断面の場合，前述のようにα*の値に上限を

設定するのが現実的である．今回の実験結果だけからは，

α*の上限値を適切に決めることは困難ではある．一般的

には，安全側の設定として上限値を 0.1 程度とすること

が考えられるが，非常に高マウンドとなる断面について

は，さらに検討する必要がある． 

 

５．現地への適用を考慮した滑動量の計算 

 

5.1 現地への適用における留意点 

本章では，これまで述べてきた滑動量を指標とした設

計法を，現地へ適用するための留意点を示すとともに，

実際の現地を対象として行った試設計の例を紹介する． 

現地への適用における具体的な留意点は以下のとお

りである． 

(1) 波浪変形計算 

沖波から堤体位置までの波浪変形計算である．これま

での検討では，原則として直角入射の場合を対象として

おり，沖波から堤体位置までの波浪変形計算は合田の波

浪変形モデルを適用した断面計算結果を用いていた．こ

れに対して，実際の現地を対象とした計算では，平面的

な波浪変形の影響も考慮しなければならない． 

しかしながら，個々の沖波ごとに毎回波浪変形計算を

行うのは膨大な時間を要し，現実的でない．そこで，あ

らかじめいくつかの潮位条件および沖波波高に対して波

浪変形計算を行い，沖波と堤体位置での波高の関係を求

めておき，滑動量の計算の際には，これらの結果を用い

て沖波波高から堤体位置の波高を推定できるよう用意し
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ておく必要がある． 

(2) 主波向の変動 

２章でも述べたように，設計で用いる沖波の波向は，

16 方位において隣り合う波向との中間までの波を代表

するものである．そこで，まず設計沖波相当の波高で，

波向が設計波およびその両隣である波について波浪変形

計算を行い，堤体位置におけるそれぞれの波向を求める．

これをもとに，堤体位置での主波向の範囲を決め，その

範囲で一様分布とする．たとえば，設計沖波の波向が N

でそれに対応する堤体位置での入射角が 24゜，NNE に

対応する入射角が 6゜，NNW に対応する入射角が 40゜

であったとすれば，堤体位置での主波向は 15～32゜の範

囲で一様分布となる． 

なお，合田式における波力の計算に用いる波向は，主

波向から±15゜の範囲で危険側へ補正するが，これは最

も厳しい１波のみを対象とする場合の考え方であり，滑

動量の計算ではすべての波を対象とするので，こうした

補正は必要ない．また，ある高波における１波ごとの波

向の変動については，波力のばらつきに含まれるものと

考え，特に考慮しない． 

(3) 摩擦増大マットを用いる場合の摩擦係数 

摩擦増大マットを用いる場合，たとえば平均値 0.75 と

しても，変動を考慮すると計算上は非常に大きな摩擦係

数となる可能性がある．しかしながら，捨石どうしの摩

擦係数が 0.8 程度であるので，摩擦増大マットとケーソ

ンの摩擦係数がこれよりも大きい場合，実際にはマウン

ド内での変形が生じることになる．したがって，平均値

を小さくしたり，上限値を設けるなどして，あまり大き

な値とならないようにすることが望ましい．  

 

5.2 滑動量を考慮した性能照査型設計法の適用例 

(1) 試設計の概要 

ここでは，高知港三里地区東第一防波堤を対象として，

現地の波浪出現特性および海底地形を考慮した防波堤の

耐波安定性に関する数値シミュレーションを行い，耐用

期間中の滑動量の確率分布等の特性について検討すると

ともに，現行設計法による防波堤断面と許容変形量を用

いた設計法による断面を比較した試設計の結果について

述べる． 

(2) 設計条件 

1) 沖波の出現特性 

今回対象とした高知港における設計沖波は，以下の式

で表されるワイブル分布（k=1.0）をもとに算出されてい

る． 
264.4079.2 += VH γ           (9) 

P

k

P
V RNR

K
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⎩
⎨
⎧

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−−−=γ  (10)  

※有効年数 53 年，データ数 56 個からの推定式 

滑動量の計算においても，この出現特性をもとに沖波

の推算を行った．また，周期については高知港における

平均的な沖波波形勾配 0.031 から逆算して求めた． 

2) 波浪変形計算 

表－6 は，H.H.W.L.，H.W.L.，L.W.L.の各潮位における，

再現期間 5～50 年の沖波波高と堤体位置における有義波

高および最高波高を示したものである．滑動量の計算に

おいては，このデータをもとに，まず再現された高波時

の潮位における 5～50 年確率の堤前有義波高を求め，次

に，再現された沖波波高からそのときの堤前有義波高を

計算した．なお，本来は 50 年確率波よりも大きい波につ

いても計算を行うことが望ましいが，今回はすでに計算

されていた結果のみを利用したため，50 年確率波以上の

波高については外挿で求めている． 

 

表－6 波浪変形計算結果（波向 SE） 

 
堤前波高(m) 確

率

年

潮位(m) 
沖波

周期
T0(s) 

沖波

波高
H0(m) H1/3 Hmax 

H.H.W.L +3.5 10.05 13.16
H.W.L. +1.9 9.67 12.1050
L.W.L. +0.1

16.1 12.5 
9.15 10.88

H.H.W.L +3.5 9.50 13.03
H.W.L. +1.9 9.20 11.9930
L.W.L. +0.1

15.4 11.5 
8.76 10.80

H.H.W.L +3.5 7.98 12.68
H.W.L. +1.9 7.85 11.7010
L.W.L. +0.1

13.8 9.2 
7.63 10.56

H.H.W.L +3.5 6.88 12.38
H.W.L. +1.9 6.83 11.455
L.W.L. +0.1

12.6 7.7 
6.73 10.36

 

3) 波向 

設計沖波（SE）に対する堤体位置での入射角は 25.5゜

であり，隣り合う SSE および ESE の波に対する入射角は

それぞれ 37゜，13゜である．したがって，今回の滑動量

の計算においては，防波堤法線直角方向との入射角は

25.5±6゜の一様分布とした． 

4) 摩擦係数 

今回対象とした断面は，摩擦増大マットを用いており，

従来の設計では摩擦係数を 0.75 として計算されている．

今回の計算では，前述のように捨石どうしの摩擦係数の

影響も考慮し，摩擦増大マットの効果を過大評価するこ

とを避ける観点から，摩擦係数の平均値を 0.75，変動係
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数を 0.10 とし，値が 0.75 を超えた場合には自動的に 0.75

とする，上限値を設ける方法を採用した．ただし，比較

のため，上限値を設けず平均値を 0.75，変動係数を 0.10

とするケース，平均値を 0.70 と小さくして変動係数を

0.10 とするケースについても計算を行っている．  

5) 堤体断面 

図－16 は，現行設計法における堤体の基本断面を示し

たものである．滑動量の計算においては，この断面をも

とに堤体幅のみを 10cm 単位で変化させた．堤体重量に

ついては，基本断面のほかいくつかの堤体幅について実

際に重量を計算し，それ以外の場合については堤体幅に

応じて比例配分して重量を算出している． 

 

図－16 基本断面 

 

(3) 滑動モデルと許容値設定の考え方 

今回対象とした高知港三里地区東第一防波堤に関し

ては，４章での検討結果に基づき，設計波に対する波高

水深比が大きいことから三角形パルスの滑動モデルを用

い，τ0 の計算はα*の上限値を 0.1 として行った． 

防波堤の供用期間は 50 年と仮定し，断面の決定には，

複数の総滑動量と許容超過確率を指標とする方法を用い

た．ただし，比較のため期待滑動量および確率波に対す

る滑動量についても一部の断面について検討した． 

許容超過確率の設定値としては，重要度が普通の混成

堤の場合，前述の表－3 にあるように 0.1m で 30％，0.3m

で 10％，1.0m で５％という指標が提案されており，今

回もとりあえずこれらの許容値を用いて検討を行う．た

だし，消波ブロック被覆堤の場合，滑動量が大きくなる

と消波ブロックが移動・沈下し，直立部に強大な衝撃砕

波力が発生して被災の連鎖が発生する危険性がある．し

たがって，最終的な断面の決定に当たっては，この点に

ついても考慮することにした． 

(4) 計算結果 

1) 堤体幅と滑動量の超過確率および期待滑動量 

図－17(1)～(3)は，総滑動量 0.1ｍ，0.3ｍ，1.0ｍに対

する超過確率と堤体幅の関係を示したもので，各図とも

前述のとおり摩擦係数についてⅰ)平均値 0.75，変動係数

0.10 で上限値 0.75 ，ⅱ)平均値 0.75，変動係数 0.10，ⅲ)

平均値 0.70，変動係数 0.10 の３通りの方法による計算結

果を示している． 

超過確率を指標とすれば，ⅰ) の場合は 0.1ｍおよび

0.3m に対する超過確率がクリティカルとなり，12.6m ま

で断面を小さくできる．ⅱ)の場合も 0.1m および 0.3m に

対する超過確率がクリティカルとなり，12.0m まで断面

を小さくできる．また，ⅲ)の場合は 0.3m に対する超過

確率がクリティカルとなり，12.9m が限界となる．なお，

1.0m に対する超過確率についてはいずれの場合もかな

り小さくなっており，ブロックの移動が生じるような大

きな滑動は発生しにくいことがわかる．これは，今回の

ケースでは水深が比較的浅く，波高が水深による砕波で

頭打ちとなるためである． 

 

図－17(1) 堤体幅と超過確率（滑動量 0.1ｍ） 

図－17(2) 堤体幅と超過確率（滑動量 0.3ｍ） 
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図－17(3) 堤体幅と超過確率（滑動量 1.0ｍ） 

図－18 堤体幅と期待滑動量 

 

一方，図－18 は，堤体幅と期待滑動量（総滑動量の平

均値）の関係を示したものである．上述した超過確率を

指標として決定した限界断面の場合，期待滑動量はいず

れも 11cm 程度であり，通常の許容値である 30cm よりも

小さくなっている．ただし，これらの断面は，従来の設

計法による滑動安全率を計算すると，H.H.W.L.時の安全

率が 1.0 未満となってしまう．滑動を許容するという考

え方に基づけば，安全率が 1.0 未満でも特に問題はない

が，現行設計法との整合性を考えると，やはり 1.0 以上

であるほうが望ましい．なお，従来の設計法で安全率が

1.0 以上となる最小堤体幅は 13.0m であり，1.2 以上とな

る堤体幅は，図－16 に示した基本断面の 16.0 m である． 

2) 支持力を考慮した堤体幅の設定 

上述のとおり，滑動量を考慮した設計を適用すると，

従来の設計法に比べて堤体幅を大幅に縮小できる．しか

しながら，堤体幅の決定においては，地盤およびマウン

ドの支持力に対する検討も必要となる．今回は，マウン

ド支持力の安定性の指標として，ビショップ法による安

全率 1.0 以上および端趾圧の許容値を 700ｋN/m2 として

検討した．その結果，フーチング部を除いた堤体幅は最

低でも 13.7m 必要であることが明らかになった．なお，

このときの滑動安全率は 1.046 である． 

ここでは，堤体幅 16.0m（当初基本断面）と 13.7m の

断面を対象として，滑動量計算結果について検討する．

図－19 は，それぞれの堤体幅における，総滑動量の超過

確率を示したものである．堤体幅 16.0m の場合，滑動量

が１mm 以下，すなわちほとんど 0 とみなせる確率が

80％以上あり，10cm 以上の滑動が生じる可能性は１％以

下ときわめて小さい．一方，堤体幅 13.7m の場合，摩擦

係数の取り方によって結果にやや差があるが，摩擦係数

の上限値を 0.75 とする方法の場合，10cm 以上の滑動が

生じる可能性は 10％程度，30cm 以上は 2％程度である． 

 

図－19(1) 総滑動量の超過確率（B = 16.0 ｍ） 

 

図－19(2) 総滑動量の超過確率（B = 13.7 ｍ） 
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なお，堤体幅 13.7ｍで摩擦係数の上限値を 0.75 とした

場合，期待滑動量は 3.9cm であり，設計潮位である

H.H.W.L において 50 年確率波相当の高波が１回（２時

間）作用した場合の平均滑動量は，約 5.8cm，100 年確率

波に対しては約 13.8cm である．期待滑動量が確率波１回

の滑動量よりも小さいのは，H.H.W.L の出現確率がきわ

めて小さく，H.H.W.L 時に大きな波が来襲する可能性が

低いためである． 

 (5) 考察 

今回の計算例では最終的な断面は滑動ではなく支持

力で決まったものの，滑動量を考慮した設計法を適用す

ることにより，堤体幅は従来の設計法による 16.0m から

13.7m へ大幅に縮小できた．これは，消波ブロック被覆

堤という構造上の要因と，現行設計法における当初断面

の設計潮位が H.H.W.L.であったという設計上の要因に

よるものである．すなわち，消波ブロック被覆堤の滑動

モデルとして適用した三角形パルスのモデルは，通常の

混成堤の滑動モデルに比べて相対的に滑動量が小さくな

ること，また， H.H.W.L.で設計された断面は，H.W.L で

設計された断面に比べて一般に波力が滑動抵抗力を上回

る確率がきわめて低く，相対的に滑動安定性が高いため，

供用期間全体での滑動量を考慮した設計を適用した場合

に，断面を縮小できる余裕が大きいことが理由である．

今後，支持力の安定性に関しても変形を考慮した設計法

が確立されれば，さらなるコスト縮減が可能となると考

えられる． 

 

６．まとめ 

 

本報告では，滑動量を考慮した防波堤直立部の性能照

査型設計法を，実際の現地の設計に導入することを目的

として，種々の検討を行った．主要な結論は以下のとお

りである． 

1) 滑動量を考慮した設計法における指標としてこれ

までに提案されている期待滑動量，確率波に対する

平均滑動量，滑動量の超過確率は，高波の出現特性

や水深によってその相関関係が大きく変化する． 

2) ある再現期間の高波１回に対する滑動量は，当然な

がら再現期間が長いほど大きくなり，水深が大きく

なるほど，また，裾長度パラメータγ50 の値が大き

くなるほどその傾向が顕著である． 

3) 複数の滑動量に対して超過確率を設定し，構造物の

重要度に応じてその許容値を変える方法を提案し

た．この方法を用いると，高波の出現特性や水深に

よって断面を決定する滑動量の条件が異なり，どの

ような設計条件でもほぼ同じような安全性を有す

る，精度の高い設計が可能となる． 

4) 消波ブロック被覆堤の波力特性を考慮し，波高水深

比が大きい場合には，波力の時間変化を三角形パル

スのみで表し，さらにその作用時間τ0 については，

パラメータとして用いる衝撃砕波力係数α*に上限

値を設定して計算する新しい滑動モデルを提案し

た． 

5) 高知港三里地区東第一防波堤を対象として，現行設

計法による防波堤断面と滑動量を考慮した性能照

査型設計法による断面を比較した試設計を行った．

その結果，滑動のみを考慮した場合，現行設計法に

比べて堤体幅を約２割小さくできた．また，実際の

堤体断面はマウンドの支持力で決まるものの，それ

でも約 14％小さくなった． 

6) 一般に，潮位偏差が大きく設計潮位が H.H.W.L.で

ある場合，相対的な滑動安定性が高く，変形を考慮

した設計法の導入により建設コストを縮減できる．

今後，支持力の安定性に関しても変形を考慮した設

計法が確立されれば，さらなるコスト縮減が可能と

なる． 

  

７．あとがき 

 

今回の研究により，滑動量を考慮した防波堤直立部の

性能照査型設計法を，実際の現地の設計に適用する具体

的な手法が確立された．これにより，防波堤の建設コス

トの縮減が期待される．なお，今回提案した滑動量の超

過確率の許容値については，あくまでも一つの目安であ

り，実際の設計に適用する場合には，設計者の判断によ

り，条件に応じて適切な値を設定する必要がある． 

また，変形量を考慮した性能照査型設計法を適用する

場合，各種不確定要因の変動によって計算結果が変わっ

てくる．そのため，現状では比較的安全側となるよう，

不確定要因の平均値とばらつきを決めている．たとえば

波力の変動については砕波と非砕波の区別なく一定とし

ているが，実際には，非砕波のときの波力は，砕波のと

きに比べるとかなりばらつきが小さくなるため，水深の

深い非砕波領域では期待滑動量が小さくなる可能性があ

る．したがって，より計算精度を高めるためには，合田

式による波力を重複波成分と砕波成分に分離し，それぞ

れについてばらつきを与える方法が適切である．こうし

た各種不確定要因の変動については，引き続き検討を続

ける予定であり，これらの推定精度が向上すれば，滑動

量の計算精度がより高くなり，条件によってはさらに経
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済的な断面が得られる可能性がある． 

また，今回の検討はケーソン１函のみの滑動量を対象

として行ったものであるが，現地の防波堤は多数のケー

ソンから構成されている．仮にそれぞれのケーソンの滑

動がすべて独立な事象であると考えた場合，たとえば供

用期間中に 1ｍ以上滑動する確率が 2％であっても，ケー

ソンが 50 函あったとすれば，供用期間中に少なくとも１

函が 1ｍ以上滑動する確率は 1－ (0.98)50 ＝ 0.636 で，

非常に大きくなる．もっとも，実際には少なくとも波高

に関してはかなり相関性が高いはずであり，各ケーソン

の滑動現象が独立な事象とは考えにくい．この点につい

ても，現地の被災例などを参考に，同じ場所における複

数のケーソン全体の滑動特性について，さらに検討する

予定である． 

これとは別の問題として，防波堤の平面形状の影響に

ついても考慮する必要がある．防波堤の滑動被災は，堤

頭部付近や隅角部などの局所的に波高増大が生じる箇所

や，消波ブロックの不完全被覆部で衝撃波力による波力

増大が生じる箇所など，特定の位置で発生することがほ

とんどである．実際の設計でも，こうした影響を考慮し

て，隅角部に関して部分的に消波ブロックを設置したり，

消波ブロック端部の衝撃波力を考慮してケーソンを大き

くするなどの対策が取られている．しかしながら，ケー

ソンの延伸途中における一時的な堤頭部付近の波高増大

や，消波ブロック被覆堤の施工途中における不完全被覆

部など，従来の設計法では設計波をどのように設定する

か難しい場合もある．今回提案した確率的変形量を考慮

した設計を適用する場合，実際の施工期間に合わせて，

施工途中の断面の検討を行うことが可能である．また，

波高増大の影響についても，波浪変形時における平均値

の偏りに適切な割増係数を用いることで対応が可能であ

り，このような方法を用いることにより，局所的な被災

を防ぐ必要がある． 
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